
非財務データ

生物多様性の保全

取り組み方針
多様な生き物が生息する自然との共生は、街に潤いと憩いの
場を提供するなど、大きな付加価値を与えてくれます。一方
で、当社グループによる不動産の開発や、サプライチェーンに
おける建築資材の原材料となる天然資源の採取などにおい
ては、生態系を改変し生物多様性に影響を与えています。こう
したことから、生物多様性への影響への配慮は経営の重要課
題の一つであると考え、今般「三井不動産グループ生物多様
性方針」を制定しました。この方針や別途定める基本計画等
に基づき、生物多様性の保全を含めた環境への取り組みを幅
広く統合的に推進してまいります。また、自然関連財務情報開
示タスクフォース「TNFD（Taskforce on Nature-related 

Financial Disclosures）」の提言に基づき、積極的な情報開
示に努めていきます。

主な取り組み

当社は経団連自然保護協議会に
加盟しています。本協議会は基金
を通じた発展途上国や日本国内
の自然保護活動への支援、企業
における自然保護活動の促進な
ど、さまざまな活動を展開してい
ます。また、環境省が事務局を務
める「30by30アライアンス」に加盟し、2030年までに生物多
様性の損失を食い止め、回復させるというゴールに向け、自
国の陸域・海域の少なくとも30%を保全・保護することを目
指しております。

各種団体における活動

グループ保有林の一部である、北海道留萌市の「ユードロ
マップ団地（163.73ha）」が、環境省による「自然共生サイト」
に2024年3月18日付で認定されました。2023年3月に「三井
不動産グループ保有林生物多様性配慮基本計画」を策定し、
計画的に間伐の実施をするなど人工林を適切に管理しつつ、
天然林や渓畔林、池などの生物多様性環境を維持し、環境省
レッドリストで絶滅危惧Ⅱ類に指定されている希少な動植物
の生存に貢献していることが評価され、今回の認定に至りま
した。

環境省による「自然共生サイト」への認定

当社グループは北海道に約5,000haの森林を保有し、毎年一
定量の木材を伐採してグループの不動産事業における建築
資材の一部などに活用しています。保有林のなかで約4割を
占める天然林は基本的に手を入れておらず、事業による生態
系への影響は少ないと考えていますが、全体の約6割を占め
る人工林では天然林に比べて樹種や林齢が偏るなどの変化
が見られ、生態系・生物多様性へ影響を及ぼしていると認識
しています。以上を踏まえ、2023年3月に「三井不動産グルー
プ保有林生物多様性配慮基本計画」を策定し、グループ保有
林を含めた当社グループの事業活動と生物多様性の関わり
について、2025年度より「TNFDレポート」を発行し情報開示
を行っています。

グループ保有林での取り組み
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■ “終わらない森”創りのサイクル

※ フォレストック協会による2023年1月1日付の認定数字

三井不動産グループ
約5,000haの保有林により

21,315t-CO2/年※を
吸収・固定

植える

使う 育てる

間伐材を
積極的に活用

9万～10万本/年を
植林

木々の
育成環境の整備
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生物多様性の保全に関する情報開示（TNFDレポート）

https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/esg_csr/pdf/2025/2025_TNFD_report.pdf
詳しくはこちら

三井不動産グループは、自然資本とそのリスク・機会を適切
に管理することが、企業の持続可能性を高めるうえで重要で
あると認識しています。2023年に定めた生物多様性方針のも
と、街づくりや保有林での活動など事業活動を通じて生物多
様性に配慮し貢献していくとともに、自然資本に関する情報
を透明性高く開示することで、ステークホルダーとの信頼関
係を強化し、持続可能な経済活動と豊かな「環境」創りに取り
組んでまいります。
当社は、自然関連の財務情報開示に関するイニシアチブであ
る「自然関連財務情報開示タスクフォース（Taskforce on 

Nature-related Financial Disclosures、以下「TNFD」）」に
賛同し、2024年4月にTNFDが推奨するガイダンスの受け入
れ機関（TNFD Adopter）としての登録手続きを完了してお
り、TNFDアーリーアダプターとして2025年4月に公開した
「TNFDレポート」の概要をご紹介します。

TNFD提言に基づく事業分析をするにあたり、当社グループの事業活動は、立地場所の観点で分類すると、都市部を中心としたビ
ル・商業施設・住まいなどによる「街づくり」、自然の恵みを活かした「リゾート」、北海道内の森林に立地する「保有林」の大きく3つ
に分類できます。自然への依存・影響について、ENCOREを参照しつつ、事業活動の内容や立地場所を考慮して、主な項目を特定
しました。  

当社グループの事業の立地と自然への依存・影響

【影響の重要性の評価基準】
高：自然の状態を変化させている。他者の生態系サービスの利用への影響が大きい。 
中：自然の状態を変化させている。他者の生態系サービスの利用への影響は小さい。
低：自然の状態をあまり変化させていない。

【依存の重要性の評価基準】
高：事業の供給源として機能している、または、良好な業績を支えている。
他の方法で代替が困難。 

中：事業の供給源として機能している、または、良好な業績を支えている。
他の方法で代替が可能。 

低：事業の供給源として機能したり、良好な業績を支えたりしているとは、言えない。

非財務データ … 生物多様性の保全

Locate 地理的位置の重要性

供給サービス

調整・維持
サービス

文化的サービス

高

中

中

中

中

高

高

街づくり
生態系サービスへの依存

開発 運営
リゾート 保有林

高

中

中

高

中

淡水供給

バイオマスの供給

気候調節

水流調整

土壌と土砂の保持

洪水・暴風雨緩和

花粉媒介

土質調節

生物学的防御

視覚的アメニティ

レクリエーション等

高

高

高

高

高

高

高

陸、淡水、
海洋利用の
変化

気候変動

資源使用

汚染

侵略的外来種

中

中

中

中

高

高

中

中

中

街づくり
事業による自然への影響

開発 運営
リゾート 保有林

高

高

中

高

高

中

高

中

高

高

中

高

高

高

中

高

中

陸上生態系の利用

淡水生態系の利用

海洋生態系の利用

GHG排出量

水の使用

固形廃棄物

非GHG大気

水質汚染

土壌汚染

騒音など

侵略的外来種導入

高
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供給
サービス

調整・維持
サービス

文化的
サービス

具体的な依存関係分類

森林資源の活用

水資源の活用

緑地による調整

水資源による調整

水景の活用

舟運の活用

緑地の整備

木造建築に使用する国産木材の供給

建物内で利用する水資源の供給

都市部での緑化がヒートアイランド現象
の緩和や生物多様性の保全に寄与

都市の水質維持、洪水や浸水災害の防止

日本橋川や隅田川などの水辺空間が
地域の環境美化に寄与

地域住民や来街者に癒しや満足感を提供

環境負荷低減につながる移動手段として
舟運を活用

陸、淡水
利用の変化

気候変動

資源使用

汚染

侵略的
外来種

具体的な影響分類

緑地の拡大

水景の整備

GHG排出

森林資源の活用

水資源の使用

汚染物質の排出

外来種の導入

不動産周辺で創出している緑地が生き物の
生息地となる

日本橋川や隅田川の水辺空間の状態が変化
し、水生生物の生息場が変化   

建物の開発時・運用時にGHGを排出

木材需要が森林資源の利用を促進

不動産運営に際しての水使用

緑化の一部で、侵略的外来種が導入される
可能性

建物の開発時・運用時に発生する廃棄物や
大気汚染

供給
サービス

調整・維持
サービス

文化的
サービス

具体的な依存関係分類

木材生産（グループにおける木造建築への活用）

生物多様性による外来種の侵入の抑止、病虫害の軽減
森の手入れによる土砂流出防止
水源涵養機能
CO2吸収、地球温暖化防止

主に当社グループ社員を対象とした植林研修

陸、淡水、
海洋利用
の変化

具体的な影響分類

人工林拡大による、森林全体での生物多様性低下の可能性

伐採後、豪雨などによる土壌の流出可能性
流出した土壌が河川や海の生態系に影響を及ぼす可能性 

非財務データ … 生物多様性の保全

当社の直接操業拠点を、立地場所の特性によって大きく「街
づくり」「リゾート」「保有林」の3つに分け、生物多様性に取り
組む優先度の評価を行いました。評価は、①自然関連課題
（依存・影響）によって生じる事業へのリスク・機会の大きさ、
②各拠点と生物多様性の重要地域（KBA）や保護地域との近
接度の、2軸で行いました。「街づくり」は、当社グループの事
業全体に占める割合も大きいため、自然関連課題によるリス
ク・機会が大きいと判断しました。特に日本橋の街づくりは、
現在「日本橋再生計画」としてエリア全体で地域コミュニティ
とも一体となって取り組んでおり、自然への依存や影響も大
きいと認識しています。保有林（北海道で全70団地、総面積約
5000haを保有）は、それ自体が自然環境と密接に関わってお
り、また、生物多様性の重要地域や保護地域と近接している
ことから、生物多様性配慮の必要性が高いです。リゾートは、
事業特性上、自然が持つレクリエーションサービスや視覚的
サービスに大きく依存しています。また、一部が国立公園特別
地域内に立地しているなど、重要な自然保護地域と位置的に
密接な関係がありま
す。以上を踏まえ、「日
本橋の街づくり」と、
「保有林」を優先拠点
に選定しました。今
後、リゾートも含むそ
の他の拠点でも、生
物多様性に取り組む
ことを検討していき
たいと考えています。

優先拠点の選定 優先拠点に選定した「日本橋の街づくり」と「保有林」について、それぞれが依存する生態系サービスおよび自然への影響を、事業
活動の内容や地理的条件も踏まえて分析した結果、主に下表記載の内容があると整理しました。

Evaluate 生態系・生物多様性への影響と依存関係

日本橋の街づくり

保有林
■ 生態系サービスへの依存 ■ 事業による自然への影響

■ 生態系サービスへの依存 ■ 事業による自然への影響

自
然
関
連
課
題
に
よ
る

事
業
へ
の
リ
ス
ク
・
機
会
の
大
き
さ

各拠点と生物多様性の重要地域・
保護地域との近接度

街づくり

日本橋

リゾート

保有林

Locate 地理的位置の重要性
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非財務データ … 生物多様性の保全

LocateおよびEvaluateフェーズで特定された、事業が依存する生態系サービスおよび事業による自然への影響に起因する、自然
関連のリスクと機会の特定を以下のとおり行いました。

■ 優先拠点における取り組み

三井不動産グループ生物多様性方針に基づき、これまでの
フェーズにおける評価を用いて、「日本橋の街づくり」および
「保有林」において、当社グループが行うべき取り組みを以下
のとおり策定しました。これまでも当社グループでは、新規開
発事業を行うに当たって、開発敷地内に保存・保全すべき樹
木や樹林等の自然環境の有無を確認し、必要に応じて樹木や
樹林等の保存・移植、保全等を行ってきました。
また、自然地の多い地域の開発については、環境影響評価や
自然保護等に係る法令・条例に基づき、動植物や生態系への
環境影響評価を実施しています。
今後、今回対象とした日本橋や保有林での分析をより進める
とともに、日本橋以外での街づくりやリゾートなどで、分析を
拡大していくことを検討してまいります。

Assess 生物多様性関連のリスクと機会 Prepare 生物多様性配慮の取り組み状況

物理的リスク
（急性・慢性）

移行リスク

具体的なリスクの内容分類

気候変動、
洪水や浸水

文化的サービス
への依存

政策・法律

市場

評判

日本橋川や隅田川の氾濫による洪水や
浸水、地震による液状化などによる日本
橋エリアへの被害

気候変動による渇水などによって、水不
足が深刻化し、事業運営に必要な水が十
分に供給できなくなる可能性

福徳神社の森や日本橋川の舟運など文
化的サービスの低下、日本橋の街の魅力
の低下

国や自治体による環境規制が強化され、
緑化や水景整備に追加のコストが発生
する可能性

気候変動による極端な気象条件（台風、豪雨、干ばつなど）が
森林の健康状態を悪化させ木材供給が不安定になるリスク

森林管理が不十分な場合、企業のレピュテーションが損なわ
れるリスク

ESG投資の基準に適合しない場合、資金
調達が難しくなるリスク
環境配慮が不十分と見なされることで、企
業のレピュテーションが損なわれるリスク リスクと影響

の管理

指標・目標

保有林日本橋の街づくり

保有林生物多様性配慮基本
計画を推進し、リスクの低減
を図る

街づくりにおける環境との共
生宣言「&  E A R T H  f o r  
Nature」等の施策を推進し、
リスクの低減を図る

モニタリングのための指標・
目標の設定を継続検討して
いく

モニタリングのための指標・
目標の設定を継続検討して
いく

物理的リスク

移行リスク
（評判リスク）

具体的なリスクの内容分類

日本橋の街づくり

保有林
■ 自然関連のリスク ■ 自然関連の機会

■ 自然関連のリスク ■ 自然関連の機会

市場

評判

具体的な機会の内容分類

資源循環を実現する木造建築や水景整備を通じた競合他社
との差別化

環境配慮型の街づくりがテナントや顧客の満足度向上

環境負荷低減につながる移動手段として舟運を拡大し、観光
資源としての価値を向上

環境配慮型の街づくりを通じて、企業のレピュテーションの
向上

ライフサイクルで環境負荷の少ないとされる木造建築の市場
拡大

OECMなどの認定を受けた自然保護エリアに対する財政面・
金融面などのインセンティブ導入

地域社会や自治体との連携を強化し、信頼関係を構築

市場機会

資本・
資金調達

具体的な機会の内容分類
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